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　社会保障審議会・医療部会（永井良
三部会長）は４月24日、医政局の検討
会が最近まとめた報告書などをめぐり
議論を行った。厚生労働省は、①地域
医療構想の実現②医師・医療従事者の
働き方改革③医師偏在対策を三位一体
の改革と位置づけ、医療需要が急激に
増大する2025年を経て、支え手不足が
深刻な人口減少社会への対応が求めら
れる2040年を展望した医療提供体制改
革を進める方針を明確にした。
　同日は、①地域医療構想に関する
ワーキンググループがまとめた地域医
療構想推進のための「具体的対応方針
の検証に向けた議論の整理（たたき
台）」②医師の働き方改革に関する検
討会の報告書③医療従事者の需給に関
する検討会・医師需給分科会がまとめ
た「第４次中間取りまとめ」が報告さ
れた。2040年を展望し、2025年までに
これらを三位一体で推進するとした。
　見取り図はできたものの、これらを
実現するには病院を中心とする関係者
の多大な労力と意識改革が求められる。
行政の体制整備も課題だ。
　委員からは、「地域医療構想と働き
方改革と医師偏在対策が相互に関連し、
多元連立方程式を解くような状況だ。
しかも状況は地域ごとに異なる。これ

までにない取組みだ」と実現の難しさ
が指摘された。また、「地域に派遣で
きる厚労省の担当官の数も限られてお
り、基本的には、都道府県が担わなけ
ればならない。その人材はあるのか」
との質問があった。厚労省は、都道府
県向けの研修会などを開催し、人材育
成に努めるとともに、厚労省として適
宜関与していくと回答した。
　地域医療構想を推進するための具体
的な対応方針の「議論の整理」に関し
ては、急性期を担う病院が多い公立・
公的病院の再編・統合を先行して進め
る方針に対し、ある委員が「違和感が
ある」と述べた。その上で、「回復期・
慢性期を担う民間病院の再編・統合の
議論が全く進んでいない。運営主体で
はなく、医療機能に応じて議論を進め
るべきであり、バランスがおかしいと
感じる」と主張した。
　これに対して、病院側の委員からは、

「公立・公的病院と民間病院が、同じ
機能で同じ実績であっても、公立病院
などは赤字が補助金等で補てんされる。
それを同列で比べるのはおかしい。公
立・公的病院の機能の重点化の議論を
先行させるのは当たり前」との趣旨の
反論が相次いだ。
　厚労省も、「公立・公的病院でなけ

れば担えない分野に重点化が図られて
いるかを確認する」との方針を改めて
強調した。その上で、急性期で公民の
役割分担が確認された後に、地域に応
じた医療提供体制を実現するため、民
間病院同士が競合する回復期や慢性期
の役割分担の議論につなげていくとの
考えを示した。
　医師偏在対策に関しては、厚労省が
新たな医師偏在指標で推計した医師多
数三次医療圏に対する不満が出た。例
えば、都道府県で１位の東京都は医師
が突出して多いが、16位の滋賀県は医
師多数三次医療圏であっても、全国平
均とほとんど差がない水準となってい
る。このため、「滋賀県が医師多数と
言われると違和感がある。数字が独り
歩きすると、混乱を招く」と、厚労省
に誤解を招かない説明を行うことが求
められた。

身寄りがない人への医療でGL作成
　同日の医療部会で、「身寄りがない
人の入院及び医療に係る意思決定が困
難な人への支援に関するガイドライ
ン」を了承した。医療機関で働く職員
を対象に、身寄りがない人が入院する
場合の医療機関の対応などをまとめた。
　身寄りがない人とは、①家族や親類

への連絡がつかない状況にある人②家
族の支援が得られない人も含む。身寄
りがない人の入院は、医療費や医療行
為の意思決定の問題で医療機関に不安
がある。ガイドラインの目的は、身寄
りがない場合でも患者に必要な医療が
提供される環境を作ることであり、成
年後見人の具体的な役割に関しても、
整理している。
　医療機関の不安に応える形で、①緊
急の連絡先②入院計画書③入院中の必
要な物品の準備④入院費等⑤退院支援
に関することへの対応を示した。成年
後見制度を利用している場合には、医
療費の支払いや本人意思の尊重などに
関して、医療機関が成年後見人に相談
できることを期待し、成年後見人に求
める役割を列挙した。
　全日病会長の猪口雄二委員は、「成
年後見人はこれまで財産管理の役割を
主に担ってきた。これからは本人の意
思を尊重した人生の最終段階の医療行
為を決める際にも、相談できる成年後
見人になってもらえるよう、議論を深
めていくべきだ」と述べた。

地域医療構想、働き方改革、偏在対策の三位一体
社保審・医療部会 2040年を展望し医療提供体制を改革

　中医協総会（田辺国昭会長）は４月
24日、2020年度診療報酬改定に向け年
代別・世代別の課題で２回目の議論を
行った。前回は０～ 19歳までだった
が、今回は「青年期～中年期（20～ 30
代、40～ 60代）」、「高齢期」、「人生の
最終段階」に分けてテーマを設定した。
　議論は多岐に及んだが、診療報酬の
具体的な項目では、ニコチン依存症管
理料やオンライン診療関連、生活習慣
病管理料、ACPの普及に向けた診療
報酬での評価などで意見が出た。
　「青年期～中年期」では、生活習慣
病に対する早期かつ継続的な管理や、
治療と仕事の両立のための産業保健と
の連携などを論点とした。
　生活習慣病のリスクである喫煙につ
いては、喫煙率が男女とも低下傾向に
ある。厚生労働省がニコチン依存症管
理料の算定回数の最近の低下が、喫煙
率の低下と関連があると説明すると、
診療側・支払側の双方から異論が出た。
特に、支払側の委員は、「ニコチン依
存症管理料を算定する医療を受けても、
脱落者が多いので、算定が伸びないの
だと思う。同点数は前回改定では見直
しがなかった。2020年度改定では、（脱
落者が減るよう成果報酬など）要件の
見直しを検討したい」と述べた。
　生活習慣病をめぐり、2020年度改定
で導入したオンライン診療関連の診療
報酬の要件では、診療側・支払側の間
で意見の応酬があった。
　支払側は、「オンライン診療は前回、
かなり厳しい要件が課された。働き盛

りで通院が難しい患者に対して、早期
かつ継続的な管理を行うため、要件の
緩和が必要」と主張した。これに対し
診療側の委員は「医療機関へのアクセ
スが難しい患者は別だが、利便性だけ
を強調して要件緩和するのは問題。ま
ずは対面診療と同等であることの確認
が必要だ」と慎重な対応を求めた。
　生活習慣病管理料に関しては、算定
回数が微減傾向にあることに対し、診
療側の委員が「要件が厳しすぎるので
はないか」と問いかけたのに対し、支
払側の委員は「緩めるのではなく、む
しろ、一定の成果に対し、報酬を設け
るアウトカム評価を導入すべき」と主
張した。
　治療と仕事の両立のための産業保健
と連携した取組みでは、生活習慣病だ
けでなく、精神疾患や女性特有の疾患、
がんなどを含めた対応を論点とした。
　日本の労働人口の約３人に１人が何
らかの疾病を抱えながら働いている。
メンタルヘルス対策や第３期がん対策
推進基本計画でも治療と仕事の両立を
目指す状況にある。一方で、産業医の
専任義務のない事業所は54.5％で、そ
のうち産業医を選任している事業場は
約３～４割と報告された。これらを踏
まえた診療報酬の対応が求められた。

地域差や世帯構造踏まえた高齢者対応
　「高齢期」では、フレイルや認知症
など高齢期の特性に応じた取組みや口
腔機能管理の推進、ポリファーマシー
対策などを論点とした。

　高齢化が進展する中で、高齢化の状
況は地域差が大きいことや、１人暮ら
しの増加など世帯構造が変化している
ことを踏まえた対応の必要性が、厚労
省から指摘された。在宅医療では、在
宅療養支援診療所が近年横ばいになる
一方で、在宅療養支援病院は増加傾向
にあることが示された。
　全日病会長の猪口雄二委員は、「居
宅系施設への訪問診療が増えている。
訪問先に応じた在宅医療のあり方やそ
の評価をもう一度整理すべき」と提案
した。また、「2020年度改定は医療・
介護同時改定ではないが、訪問看護ス
テーションからの理学療法士等の訪問
と、訪問リハビリテーションの整理も
必要だ」と述べた。
　「人生の最終段階」では、ACP（ア
ドバンス・ケア・プランニング）の普
及状況を踏まえた人生の最終段階の医
療での患者の意思決定支援や、多職種
による医療・ケアを論点とした。ACP
については、医療・介護従事者で「よ
く知っている」との回答は、医師が
22.4％、看護師が19.7％、介護職員が
7.6％にとどまっている。
　猪口委員は、「ACPの概念は広く、
在宅医療や入院など様々な機会を通じ
て、人生の最終段階の医療を考え、信
頼できる人と共有する取組みとしてい
る。これを広げるために診療報酬でど
う評価するのがよいか。臨床現場で
DNR（do not resuscitate；組成処置
拒否）という事が行われるが、ACPは
人生の最終段階の医療を、もう少し具

体的に話し合う取組みにつなげるもの
にしていく必要がある」と述べた。

がん遺伝子パネル検査の要件決める
　同日の中医協総会では、近く保険収
載される予定の「がん遺伝子パネル検
査」について、検査を実施する医療機
関は患者の診療情報をC-CAT（がん
ゲノム情報管理センター）に提出する
ことなどを算定要件とすることを了承
した。また、パネル検査機器をコンパ
ニオン検査（特定の医薬品の適応判定
に用いる検査）として実施した場合に
は、パネル検査としての算定はできな
いことも決めた。
　がんパネル検査とは、がん組織から
がん関連遺伝子領域を濃縮し、DNA
シークエンサーにより塩基配列を決定。
データベース情報と照合し、がん関連
遺伝子の異常を検出することで、その
異常に応じた治療法を選択できる。
2018年12月に２製品（NCCオンコパネ
ルとFoundationOne CDx）が薬事承認
された。また、がんゲノム医療中核拠
点病院は2019年4月時点で、全国11カ
所、がんゲノム医療連携病院は156カ
所となっている。
　がんパネル検査で治療に直接つなが
る遺伝子情報の発見はまだ限定的。今
後、C-CATにデータが収集・分析さ
れることで、新たな治療法などが期待
される。また、C-CATへのデータ提
出の際には、患者の同意を得るほか、
検査結果を患者に返却する。

青年期～中年期、高齢期、人生の最終段階の課題を議論
中医協総会 関連する診療報酬項目で意見の応酬
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　厚生労働省は４月25日の救急・災害
医療提供体制等の在り方に関する検討
会（遠藤久夫座長）に、医師の働き方
改革に関する検討会報告書など最近の
医療提供体制改革の現状を報告。今後
の救急医療のあり方の議論を促した。
委員からは、救急救命士の活用などタ
スクシフティングの推進や救急医療に
対応できる医師の裾野を広げるべきと
の意見が出た。また、厚労省は、救急
医療の質を評価するデータベース作り
に向け、医療機関と消防のデータ統合
を課題とした。
　日本救急医学会によると、救急医の
総労働時間は院内・院外を合わせて、
月333時間。時間外労働時間は年間
2,000時間を超える水準だ。医師の働
き方改革を実現する上で、救急医療の

あり方が重要課題の一つとなる。
　2018年４月の日本救急医学会の医師
の働き方改革に関する特別委員会の中
間報告では、今後の対策として、５点
を提言。①救急医個人と管理者が労務
管理義務を負う②救急医学会は労務管
理に介入する③在院中の自己研鑽時間
を設定する④タスクシフティングの推
進⑤不要不急の救急医療の制限─をあ
げている。タスクシフティングの推進
では、「救急救命士資格者の雇用促進」
をあげた。
　これに関して、日本医療法人協会会
長の加納繁照委員が、「検討会として、
救急救命士の活用を提言できるのか」
と質問。厚労省は、「方向性を示すこ
とはできると考えている」と回答した。
　４月８日に日本医師会がまとめた緊

急調査の結果も報告された。それによ
ると、救急部門の医師について、今後
５年間で時間外労働の上限の一般則で
ある年間960時間を達成できると回答
した３次救急医療機関は４割、２次救
急医療機関（救急車千台以上）は５割
弱、救急車千台未満では７割にとどま
ることがわかった。ただ、今後５年間
で1,860時間以内に抑えられるかとの
回答でも、「割合があまり変わってい
ないのはなぜか」との質問があり、日
医の担当者は精査が必要と述べた。
　委員からは、「大学病院などから医
師の引上げがあれば、地域の二次救急
は支えられず、その結果、患者が集中
する三次救急ももたない。救急医や総
合診療専門医だけでなく、すべての医
師が総がかりで救急医療に対応しなけ

ればならない」といった意見が出た。
　厚労省は、救急医療の質を評価する
データベース作りに向けた論点を提示
した。各機関にデータベースがありな
がら、連結されておらず、救急医療の
質の評価が十分にできない現状にある
ことから、質の評価のために、どの項
目を用いるかを検討し、それを統合
データベースで収集する方針を示した。
　同日は、大阪府救急医療搬送支援・
情報収集・集計分析システム（ORION）
が紹介された。消防隊員が活用するス
マートフォンのアプリケーションの導
入により、いわゆる「たらい回し」が
減少したことなどが報告された。

医師の働き方改革を踏まえ救急医療のあり方を議論

　厚生労働省の「オンライン診療の適
切な実施に関する指針の見直しに関す
る検討会」（山本隆一座長）は４月24日、
オンライン診療の初診対面診療の原則
の例外として緊急避妊薬の処方を認め
る際の要件を議論した。厚労省が要件
案を示したが、産婦人科専門医以外に
も処方を認めるかなどの点で意見が分
かれ、合意には至らなかった。
　オンライン診療を行うすべての医師
は、患者と直接対面して診療をした上
で、オンライン診療を行うことが原則
とされている。この例外として、緊急
避妊については初診の対面診療なしに
オンライン診療できると認める方向が
前回の検討会で了承された。
　そのため、緊急避妊をオンライン診
療で実施するに当たっての要件を、オ
ンライン診療の指針に盛り込むことに
なる。厚労省は４月24日の検討会に、
要件案として次の４点を提示した。①
医師は産婦人科専門医あるいは事前に
厚労省が指定する研修を受講した医師
②緊急避妊薬を処方する際には、３週

間後の産婦人科受診の約束を確実に行
う③緊急避妊薬を処方する場合は１錠
のみ。処方後、内服の確認をする④医
療機関のウェブサイト等で、避妊成功
率や、オンライン診療後に薬が配送さ
れるまでの時間等を明記する。
　オンラインで処方できる医師の要件
について、産婦人科医に限るべきとの
意見が出る一方、産婦人科がいない地
域があることや、産婦人科医の多くが
オンライン診療を実施していないこと
から、研修内容を慎重に検討した上で
他科の医師にも処方を認めるべきとの
意見も出た。
　また、「研修を導入して、産婦人科
医以外にも緊急避妊薬の処方を認める
のなら、地域の産婦人科以外の医師が
（対面診療で）緊急避妊をできるよう
にし、地域医療の体制を整えるのが先
ではないか」との指摘も出た。
　日本産婦人科学会と日本産婦人科医
会の参考人は、緊急避妊薬での避妊は
100％成功するものではないことや、
すでに妊娠していることに気付かずに

緊急避妊を求めてしまう患者がいる例
などをあげ、産婦人科以外の医師でも
処方可能とする要件案に、懸念を示し
た。
　３週間後に産婦人科を受診するよう
患者に約束させるとの要件案について
も、「受診を『約束する』というのでは
十分ではない。３週間後に患者に連絡
するのを、処方した医療機関の義務に
すべき」との意見が出た。
　オンライン診療で緊急避妊薬を処方
される患者側については、性犯罪・性
暴力の被害者に限るべきかとの問題提
起が委員からなされた。これに対し、
デートレイプなど、犯罪かどうか当事
者がすぐに判断できないケースもある
ため、望まない妊娠をする可能性のあ
る女性すべてを対象とすべきとの意見
があった。
　要件案について、緩和や厳格化を求
める意見が出され合意に至らなかった
ため、次回の会合までに厚労省が調整
し、要件について再度議論する予定と
なった。

初診には患者の身分証明が必須に
　オンライン診療のセキュリティ対策
の課題も議論した。厚労省は、オンラ
イン診療システムは「第三者機関に認
証されるのが望ましい」とした上で、
第三者機関の認証として、プライバ
シーマークやISMSなどを例示した。
委員からは、例示ではなく、すべてを
列記して、それ以外の認証は認めない
ことにすべきとの意見が出た。
　緊急避妊など、例外的に初診でオン
ライン診療を実施する場合について、
厚労省は患者が「２種類以上の身分証
明書を用いて本人証明をすることが望
ましい」と指針に明記することを提案
した。今村聡委員は、「１種類の身分
証明書で本人証明することを必須とし、
２種類以上の身分証明書を示すことが
望ましいとすべき」と主張し、厚労省
も同意した。
　厚労省は、５月に指針の改定案をま
とめたいとしている。

初診対面なしの緊急避妊薬のオンライン処方の要件を議論
厚労省・オンライン診療指針見直し検討会 「専門医以外の処方認める」に賛否

　厚生労働省の「特定機能病院及び地
域医療支援病院のあり方に関する検討
会」（遠藤久夫座長）は４月25日、地域
医療支援病院の見直しと特定機能病院
の第三者評価をテーマに議論した。厚
労省は、医療法改正も視野に入れて検
討を進め、夏を目途に一定の取りまと
めを行う意向を示している。
　まず、地域医療支援病院については、
昨年12月末時点において全国で607病
院ある。かかりつけ医等を支援するた
め、①紹介患者に対する医療の提供②
医療機器の共同利用の実施③救急医療
の提供④地域の医療従事者に対する研
修の実施─の４機能を求めている。厚
労省は現行の４機能に加えて、かかり
つけ医等の支援機能の見直しとともに、
新たに医師少数区域等の支援機能の要
件を追加することを提案した。
　かかりつけ医等の支援機能の見直し
では、地域ごとに地域医療支援病院に
求められる機能が異なるため、地域医
療構想調整会議における協議を踏まえ
て、地域ごとに機能の要件を追加でき
るようにする案を示した。

　すべての地域医療支援病院の責務と
して、医師少数区域等の支援機能を求
める案では、①医師少数区域等におけ
る巡回診療②医師少数区域等の医療機
関への医師の派遣（代診医の派遣を含
む）③総合診療部門をもち、プライマ
リ・ケアの研修・指導を行う─の３つ
のうち、いずれかを満たすことを新た
な要件とするとした。すべての要件を
求める場合は、十分な経過措置を設け
るとしている。
　他方、新たな類型を導入して、地域
医療支援病院の一部に、この機能を求
めることも論点とした。
　新たな要件の付加は、「地域医療支
援病院等の医療提供体制上の位置づけ
に関する研究」で、医師少数区域等を
支援する機能として想定される取組み
の実施について、536の地域医療支援
病院に質問。巡回診療や医師の派遣、
代診医の派遣、総合診療の部門をもつ
こと、のいずれかを満たすのは73.7％
（395病院）で満たす病院が多いことを
踏まえた。
　2020年度から施行される医師少数区

域等に一定期間勤務した医師を認定す
る制度では、地域医療支援病院のうち
医師派遣等の機能をもつ病院の管理者
は、認定医師でなければならない（2020
年度以降に臨床研修を開始した医師を
管理者とする場合に限る）。
　すべての地域医療支援病院に医師少
数区域での支援機能を付加する場合、
全病院の管理者は認定医師であること
が必要になることから、厚労省は、そ
の点も留意するよう補足した。
　同日の意見交換では、結論は出さず、
引続き議論することになった。また、
地域医療支援病院の４機能について
「個別に診療報酬で評価することが適
切ではないか」との要望を含め、抜本
的な見直しを求める意見が複数の委員
から出た。厚労省の提案に対して、「地
域の事情に応じて、幅をもたせること
が大事」との意見もあった。
　特定機能病院については、相次いだ
大学病院での医療事故を踏まえ、ガバ
ナンス強化のための第三者による評価
が課題となっている。国会の附帯決議
でも、第三者による病院の機能評価を

承認要件にする必要性が指摘された。
また、日本医療機能評価機構は2018年
度に、特定機能病院を対象とした「一
般病院３」という病院機能評価のプロ
グラムを新設した。厚労省はこれらを
説明した上で、「一般病院３」と特定機
能病院の第三者評価の実施について意
見を求めた。
　全日病副会長の中村康彦委員は、第
三者評価として米国のJCI認証や、
ISOと比べると、日本医療機能評価機
構の評価が「適しているのではないか」
と指摘。「一般病院３」についても一定
の評価を与えた。
　そのほか、特定機能病院に第三者評
価を実施することには、複数の委員が
支持する一方、慎重な意見も出た。第
三者評価を特定機能病院の承認要件に
する際に、「第三者評価を受けること
を要件とするのか、認定を要件とする
のか」との論点の整理も求められた。

認定医師が管理者となる地域医療支援病院を議論
厚労省・特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方検討会 夏を目途に取りまとめ

厚労省・救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会 データ統合も課題
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　中医協の入院医療等の調査・評価分
科会（尾形裕也部会長）は４月25日、
2020年度診療報酬改定に向けた議論の
進め方を了承した。
　入院医療とDPC制度の課題につい
て、分科会に設置した診療報酬・指標
等作業グループとDPC／PDPS等作
業グループで具体的な作業を進め、９
月頃に分科会に報告する。入院医療に
関する2018年度調査については、５月
以降に厚生労働省から報告を受け、分
科会で議論を行う。また、同日、2019
年度調査の調査票も了承。早急に調査
を実施し、９月以降に結果を議論でき
るようにする。11月までに分科会とし
ての議論をまとめたい考えだ。
　DPC評価分科会が入院医療等調査・
評価分科会に統合されたため、2020年
度改定の議論から、入院医療等分科会
がDPC制度と入院医療の両方の課題
を担う。2020年度改定の附帯意見に
沿って、それぞれの課題の技術的課題
に関して、専門的な調査と検討を行い、
結果を総会に報告するのが入院医療等
分科会の役割だ。
　さらに、入院医療等分科会の下に、
実務的な作業を行う診療情報・指標等
作業グループとDPC／PDPS等作業
グループを設けた。
　診療情報・指標等作業グループでは、
2018年度改定において、一般病棟用の
「重症度、医療・看護必要度」の見直
しや診療実績データを提出する病棟の
種類が拡大したことなどを受け、デー

　政府の経済財政諮問会議（議長＝安
倍晋三首相）は４月10日の会合で、社
会保障をテーマに議論。出席した根本
匠厚生労働大臣は、夏にまとめる「健
康寿命延伸プラン」と「医療・福祉サー
ビス改革プラン」について説明した。
　根本大臣は、「2040年を展望し、誰
もがより長く元気に活躍できる社会の
実現に向けて」と題する資料を提出。
2040年には、高齢者人口の伸びが落ち
着く一方で、現役世代（担い手）が急
減することから、「より少ない人手で

タの取扱いや活用方法が検討課題の中
心となる。病院が提供する医療を診療
報酬で評価するのに、設備や人員配置
だけでなく、診療実績やその成果を評
価する方法が検討される方向だ。
　評価指標の具体的な検討課題として
は、◇「Ⅱ」の創設を踏まえた重症度、
医療・看護必要度◇2018年度改定の判
定方法の見直しを踏まえた医療区分◇
2018年度改定の実績評価の導入を踏ま
えた回復期リハビリテーションの入院
料の評価体系─をあげている。

DPC対象病院の診療実態を分析
　DPC制度については、制度発足当
初からの暫定的な措置であった調整係
数の機能評価係数Ⅱへの置き換えが完
了するなど、2018年度改定で一定の形
に整理され、今後は安定的な運用が課
題となる。厚労省は、DPC／PDPS等
作業グループで検討する課題として、
医療機関別係数のフォローアップや
DPC退院患者調査の報告内容、病院
情報の公表を提示したほか、「DPC／
PDPS」の対象病院の要件もあげた。
　2018年度時点でDPC対象病院は
1,730病院で、病床数は50万床に近い。
要件は、急性期入院料を満たす病院で
あれば、通常満たすことができるもの
になっている。一方で、許可病床数の
うち、DPC制度の対象となる病床数
が少なく、急性期以外の入院医療を多
く行う病院がある。また、在院日数が
他の病院と比べて長いなど、平均的な

回る医療・福祉の現場を実現」するこ
とが必要と強調。今夏に向けて改革プ
ランを策定する考えを示した。
　「健康寿命延伸プラン」は、2040年
までに健康寿命を男女とも2016年比で
３年以上延ばし、75歳以上とすること
を目標とする。具体的には、男性は
75.14歳以上、女性は77.79歳以上とす
ることを目指す。
　目標達成のためには、①健康無関心
層を含めた予防・健康づくりの推進や
②地域・保険者間の格差解消に向け、

診療実態とかい離した診療を行ってい
る病院がある。
　こうした実態を踏まえ、厚労省は、
「平均的な診療実態とかい離した医療
機関が含まれると、すべてのDPC対
象病院の診療実績を用いて報酬水準を
設定するため、安定的な制度運用の妨
げとなりうる」と主張。平均的なDPC
対象病院とかい離した診療実態に関す
る分析を行い、それを踏まえ、DPC
対象病院の要件設定を含めた評価のあ
り方を検討するとした。
　これに対しては、複数の委員から異
論が出た。全日病副会長の神野正博委
員は、「平均から外れているのが悪い

「自然に健康になれる環境づくり」や
「行動変容を促す仕掛け」などの新た
な手法を活用する。疾病予防・重症化
予防の分野では、保険者インセンティ
ブの強化、特定健診とがん検診の同時
実施や効果的な受診勧奨などナッジの
活用例の横展開などに取り組む考えを
示した。
　「医療・福祉サービス改革プラン」
では、2040年時点で医療・福祉分野の
単位時間当たりのサービス提供につい
て５％以上の改善を目指していくとし

と言われているようだが、様々な背景
がある。地域医療構想を推進する議論
の中で、地域の急性期病院が地域包括
ケア病棟や回復期リハビリテーション
病棟を引き受けている場合もあり、幅
広い視点で分析してほしい」と要望し
た。
　なお、2019年度調査の項目は、①急
性期一般入院基本料、地域一般入院基
本料等（その２）②特定集中治療室等
管理料等③療養病棟入院基本料等─の
見直しの影響となっている。

ている。医師については７％以上の改
善を目指す。
　具体的には、①ロボット・ＡＩ・Ｉ
ＣＴなどのデータヘルス改革②タスク
シフティング、シニア人材の活用推進
③組織マネジメント改革④経営の大規
模化・協働化―の４つの改革を通じて、
生産性の向上を図る。
　一方、民間議員から社会保障制度改
革に対する意見が提示された。
　地域医療構想の実現に向けて、消費
税財源を活用した病床のダウンサイジ
ング支援の拡充、精神病床の縮減、介
護医療院への転換を促す支援を主張。
2020年度の診療報酬改定については、
調剤報酬の大胆な改革や薬価制度の抜
本的改革を求めた。

2020年度改定に向け入院医療の議論の進め方を了承

根本厚労相が医療・福祉サービス改革プランを説明
経済財政諮問会議 単位時間当たりのサービス提供を５％改善

　厚生労働省は３月28日、「健康寿命
のあり方に関する有識者研究会」の報
告書を公表し、健康寿命の定義や政策
指標としての妥当性について整理する
とともに、健康寿命延伸の目標として、
「2040年までに男女ともに３年以上延
伸する」ことを打ち出した。この目標
が達成されると、健康寿命は男女とも
に75歳以上となる。

2040年を展望した
社会保障改革の課題の一つ
　厚労省は昨年５月、2040年を展望し
た社会保障改革の課題を示し、2025年
以降は現役世代の急減という新たな局
面に対応する必要があり、国民的な議
論が必要であると指摘。社会保障の担
い手が減っていく状況に対応するため、
健康寿命の延伸と医療・介護サービス
の生産性向上の２つを政策課題として
あげた。10月には「2040年を展望した

社会保障・働き方改革本部」（本部長＝
根本匠厚生労働大臣）を設置し、部局
横断的な政策課題についてプロジェク
トチームを設けて検討に着手した。
　「健康寿命のあり方に関する有識者
研究会」は、健康寿命の定義（指標）と
延伸の目標について検討するため、同
改革本部の「健康寿命延伸タスク
フォース」の下に設置された。公衆衛
生の研究者など７名で構成され、座長
は辻一郎・東北大大学院教授、座長代
理は西村周三・医療経済研究機構所長
が務めた。昨年12月から非公開で５回
の会合を重ね、報告書をまとめた。報
告書は、夏を目途に策定する「健康寿
命延伸プラン」に活用される予定だ。
　健康指標延伸の目標は、2012年に策
定された「健康日本21（第２次）」で設
定されている。その算出に当たっては、
３年に一度の国民生活基礎調査のデー
タが使われている。調査票の「あなた

は現在、健康上の問題で日常生活に何
か影響がありますか」の質問に対する
「ない」の回答を日常生活に制限なし
と定め、そこから「日常生活に制限の
ない期間の平均」を算出し、健康寿命
を求めている。
　報告書は、こうした現在の健康寿命
の指標は身体的な要素にとどまらず、
精神的・社会的要素を幅広く包含して
いるとして、「健康」の状態を表す指標
として妥当との判断を示した。
　ただし、国民生活基礎調査による指
標は３年に一度の算出であり、政策に
用いる指標としては、毎年・地域ごと
に算出できる補完的指標を活用するべ
きであると指摘。要介護度を活用した
指標「日常生活動作が自立している期
間の平均」（要介護２以上になるまでの
期間）を補完的に利用する考えを示し
た。
　また、２つの指標の取扱いに混乱を

生じないように、報告書は指標の見方・
使い方をまとめてＱ＆Ａを付記した。

2040年までに健康寿命を３年伸ばす
　延伸目標については、2016年を起点
として、2040年までに健康寿命を男女
とも３年以上延伸し、75歳以上とする
ことを提案した。
　これは、2040年までに平均寿命が
2016年比で男性は2.29年、女性は2.50
年延伸すると推計されていることを踏
まえ、健康寿命の伸びが平均寿命の伸
びを上回ることを目指したもの。健康
日本21では、平均寿命との差を縮小す
ることを目標としているが、絶対値の
目標で示す方がわかりやすいと考えた。
2016年の健康寿命は男性72.14年、女
性は74.79年であり、2040年までの具
体的な目標では男性75.14年以上、女
性77.79年以上となる。2040年に目標
が達成されれば、平均寿命と健康寿命
の差の短縮も図られるとしている。
　2016年の平均寿命は男性では80.98
年で、健康寿命との格差は8.84年ある。
また女性は87.14年であり、健康寿命
との格差は12.35年ある。

健康寿命は2040年までに３年の延伸を目指す
厚労省・健康寿命のあり方に関する有識者研究会

中医協・入院医療等の調査・評価分科会 ２つの作業グループが９月に報告
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一冊の本　book review

在宅医療カレッジ
編集●佐々木淳
発行●医学書院
定価●2,000円＋税

在宅医療については、入退院支援や在宅復帰率
などの診療報酬にかかわるところもさることなが
ら、地域包括ケアシステムの本丸としてどう支え
ていけば良いかが病院関係者の頭を悩ませる課題
の１つである。病院医療と在宅医療・在宅介護の
間にはいまだ大きなギャップが存在しており、互いが互いを理解し合うことが肝
要であることはわかっているが、その方法は常に手探りである。
本書には、より良い在宅医療・ケアを提供するために多職種が共有しておくべ

き知識についての学びの機会を提供している “ 在宅医療カレッジ ” の講義から、
認知症ケア・高齢者ケア・地域共生社会という３つのカテゴリ計21の講義のダイ
ジェストが納められている。在宅医療・介護に携わる人たちがどのようなことを
考え、何をしようとしているのか、具体的に学ぶことができる。本書をきっかけに、
病院医療として何ができるか、在宅医療・介護関係者や患者様ご自身、ご家族様
から何を求められているのかを改めて考えていただければと思う。

■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）
研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

2019年度「特定保健指導
専門研修（食生活改善指導
担当者研修）」� （40名）

2019年6月29日（土）、6月30日（日）、7月6日（土）、
7月7日（日）
【全日病会議室】
※講議30時間、4日間（2日間×2回）の研修

54,000円（64,800円）
（税込）

（テキスト代、昼食代含む）

研修修了者（看護師・栄養士・薬剤師・助産師・准
看護師・歯科衛生士）は、食生活に関する実践的指
導における「食生活の改善指導に関する専門的知識
および技術を有すると認められる者」に該当し、「動
機付け支援」および「積極的支援」のうち、食生活の
改善指導および３メッツ以下の運動についての支
援を併せて実施することができる。

　日本専門医機構は４月22日に会見を
開き、寺本民生理事長が、2020年度に
研修を始める2019年度の専攻医募集で、
診療科別の定員の上限設定（シーリン
グ）を設ける方針を示した。現状で、
５都府県に設けている上限設定につい
ても見直す。これまで機構は、前回の
シーリングの方法を当面２年間は踏襲
するとの見解を示していた。しかし、
厚生労働省が新たに地域別・診療科別
の必要医師数の推計を行ったことなど
を受け、方針を転換した。
　過去２年間と同じく、９月中の募集
の開始を目指しており、議論のスピー
ドを速めて、シーリングの詳細を詰め
る。
　現状では、大都市のある東京都、神
奈川県、愛知県、大阪府、福岡県の５
都府県に対し、過去５年間の実績の平

均以下に抑えるとの基準を置いている。
2019年度開始の専攻医募集でも、その
基準を満たし、8,615人の専攻医の登
録が決まった。しかし、現状の基準で
は、東京の一極集中が改善する兆しは
ない。そこで、2020年度は東京を５％
削減とする方向で議論がこれまで進ん
でいた。
　しかし、医療従事者の需給に関する
検討会・医師需給分科会が第４次中間
取りまとめを議論する際に、厚労省は、
医師偏在対策を進める上で、地域別・
診療科別の必要医師数の推計結果を示
した。それによると、特定の地域や診
療科では、全体の需給が均衡するより
は早く、医師が過剰になることなどが
明らかになっている。
　厚労省は機構に対しても、これらの
推計結果などを説明。専門医研修にお

いても、早急に募集方法の見直しを図
ることを求めたという。
　これに対し寺本理事長は、「当面２
年間は、現状の方法を踏襲するとした
のは、信頼できる実績の数字がなかっ
たためだが、厚労省からそれなりの数
字が出てくるのであれば、受け止める
必要がある」と述べ、理事会としても、
診療科別のシーリングを2020年度の専
攻医募集で設けることに、概ね理解を
得たとした。
　ただし、実際のシーリング設定に当
たっては、厚労省の推計結果に対して
委員から疑問点が複数出ており、さら
に厚労省に説明を求め、議論していく
との見解を示した。
　例えば、基本診療領域で最も早期に
過剰になるのは精神科だが、「地域で
措置入院を行うための専門医を確保す

ることを考慮しているのか」といった
疑問が出ているという。
　地域別では、シーリングの対象と
なっている神奈川県と愛知県が、推計
によると、医師多数県ではないとの結
果になった。このため、対象から外す
ことが検討課題となる。
　また、2019年度の専攻医募集では、
総合診療専門医の登録が179人で、
2018年度と同様に少なかった。理事会
の議論では、「将来のキャリアパスが
みえない」ことが、人数が伸びない大
きな理由の一つとされた。寺本理事長
は、「キャリアパスがみえるようにす
るため、ダブルボードの議論も早急に
しっかりと決める必要がある」と述べ
た。

専攻医募集で診療科別のシーリングを設定
日本専門医機構 2020年度研修の専攻医募集から導入

【主な協議事項】
●入退会の状況（敬称略・順不同）
正会員として以下の入会を承認した。
埼玉県	 �医療法人三誠会　川口誠

和病院　理事長　服部光
顕

東京都	 �医療法人社団大坪会　三
軒茶屋病院　院長　大坪
由里子

東京都	 �医療法人社団慈英会　慈
英会病院　理事長　前田
清貴

山梨県	 �社会医療法人加納岩　日
下部記念病院　理事長　
中澤良英

山梨県	 �社会医療法人加納岩　山
梨リハビリテーション病
院　理事長　中澤良英

静岡県	 �NTT 東日本伊豆病院　
院長　熊崎智司

京都府	 �医療法人明生会　賀茂病
院　理事長　藤澤明生

大阪府	 �医療法人嘉健会　思温病

院　理事長　狹間研至
奈良県	 �社会福祉法人恩賜財団　

済生会奈良病院　院長　
瀬川雅数

熊本県	 �医療法人永田会　東熊本
第二病院　副院長　永田
晃平

他に退会が２会員あり、正会員は合
計2,537会員となった。
準会員は退会が１会員あり、合計
88会員になった。
●平成30年度事業報告書（案）・平成30
年度事業実績説明書（案）を了承した。
●第７回定時総会及び第８回臨時総会
等を承認した。

【主な報告事項】
●審議会等の報告
「中央社会保険医療協議会診療報酬
改定結果検証部会、薬価専門部会、費
用対効果評価専門部会、費用対効果評
価専門部会・薬価専門部会・保険医療
材料専門部会合同部会、総会」、「医療
従事者の需給に関する検討会・医師需

給分科会」、「地域医療構想に関する
ワーキンググループ」、「医療計画の見
直し等に関する検討会」、「救急・災害
医療提供体制等の在り方に関する検討
会」、「新型インフルエンザ等対策シン
ポジウム・指定公共機関机上訓練」な
どの報告があり、質疑が行われた。
●厚生労働省「平成30年度老人保健健
康増進等事業」報告書が報告された。

●病院機能評価の審査結果について
□�主たる機能【3rdG:Ver.2.0】~順不
同
◎一般病院1
　北海道	 �吉田病院� 更新　
　福島県	 �福島第一病院� 更新　
　群馬県	 �脳血管研究所附属美原記

念病院� 更新　
　埼玉県	 �丸山記念総合病院�更新　
　神奈川県	 �宮川病院� 更新　
　鳥取県	 �博愛病院� 新規　
　広島県	 �松尾内科病院� 更新　
◎一般病院2
　北海道	 �北斗病院� 更新　

2019年度　第1回常任理事会の抄録　4月20日

　日本病院団体協議会の代表者会議は
４月26日、2020年度診療報酬改定の要
望書を了承した。５月中に厚生労働省
の樽見英樹保険局長に提出する。医療
機能の分化・連携やチーム医療、ICT
関連など５項目で要望。地域医療構想
や医師偏在対策、医師・医療従事者の
働き方改革などを踏まえ、診療報酬で
の対応を求めている。ただ、同日は要
望の具体的内容は示さなかった。
　そのほか、代表者会議で特に問題と
なったのは、４月24日の社会保障審議
会・医療部会に報告された医師偏在対
策の第４次中間取りまとめにある「医
療機器の効率的な活用等」に関する記
述だった。医療機関が購入する CT・

MRI などの医療機器の購入制限につ
ながるとの懸念が示された。
　４月24日の医療部会では、他にも
様々な取りまとめが報告され、それを
議論する時間も与えられなかったとい
う。さらに、医療部会では意見を言う
ことができるだけで、報告事項を変更
する権限がないことも問題とされた。
　第４次中間取りまとめでは、医療機
器の購入に関し、「地域ごとに医療機
器の配置状況を医療機器の項目ごとに
可視化する指標を作成する」、「共同利
用計画を作成し、定期的に協議の場に
おいて確認する」と明記している。直
接的な規制ではないが、実質的には制
限につながるとの意見が出ている。

2020年度改定の要望項目まとめる
医療機器の購入制限に懸念日病協・代表者会議

　北海道	 �勤医協中央病院� 更新　
　北海道	 �恵み野病院� 更新　
　千葉県	 �安房地域医療センター
� 更新　
　神奈川県	 �済生会横浜市南部病院
� 更新　
　石川県	 �済生会金沢病院� 更新　
　福井県	 �福井県済生会病院
� 更新　
　岐阜県	 �松波総合病院� 更新　
　静岡県	 �富士市立中央病院
� 更新　
◎リハビリテーション病院
　埼玉県	 �戸田中央リハビリテー

ション病院� 更新　
　東京都	 �東京ちどり病院� 更新　
　熊本県	 �御幸病院� 更新　
　３月１日現在の認定病院は合計
2,181病院。そのうち、本会会員は
881病院と、認定病院の40.4％を占
める。
●討議事項として、「公立病院への繰
出金」をテーマに意見交換を行った。
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